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[指定医療機関の指定取消に係る処分基準] 

指定医療機関の指定の取消しは、指定医療機関が次のいずれかに該当したときに行うものと

する。 

(1) 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 49 条の規定による医療機関の指定基準として

定められた生活保護法による医療扶助運営要領について（昭和 36 年社発第 727 号 厚生省

社会局長通知）第４の１に規定する医療機関指定基準を満たさなくなったとき又は同要領

第６の３(1)アの(ア)から(エ)までに定める取消事由に該当するとき。 

(2) 生活保護法第 50 条第１項の規定により定められた指定医療機関医療担当規程（昭和 25

年厚生省告示第 222 号）の規定に違反したとき。 

(3) 生活保護法第 50 条第２項の規定に違反したとき。 

   

なお、当該告示等が掲載された上記の掲載図書は、担当課において備え置く。 

 

 

 



参 考 

［根拠法令］ 

   生活保護法 

（指定の辞退及び取消し）  

第５１条 略 

２ 指定医療機関が、第 50 条の規定に違反したときは、厚生労働大臣の指定した医療機関につ

いては厚生労働大臣が、都道府県知事の指定した医療機関については都道府県知事が、その指

定を取り消すことができる。  

 

［基準法令］ 

生活保護法 

（指定医療機関の義務） 

第５０条 前条の規定により指定を受けた医療機関（以下「指定医療機関」という。）は、厚生

労働大臣の定めるところにより、懇切丁寧に被保護者の医療を担当しなければならない。 

２ 指定医療機関は、被保護者の医療について、都道府県知事の行う指導に従わなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 処分基準の内容すべてを記載することができないときは、当該処分基準が記載された図書等の

縦覧をもって代えることができる。 


